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                         平成２７年１１月９日 
宮城県知事 村 井 嘉 浩 殿 

（担当部署：環境生活部 消費生活・文化課 

 消費者行政班） 

 

仙台市青葉区柏木１－２－４５フォレスト仙台５階  

宮城県生協連内  

特定非営利活動法人消費者市民ネットとうほく 

理事長 吉  岡  和  弘 

電話 ０２２－７２７－９１２３

                      FAX ０２２－２７６－５１６０ 

 

消費者施策推進基本計画に対する意見 

   

貴県において策定中の「宮城県消費者施策推進基本計画」の、第３期・素案につ

き、平成２７年１０月２６日、貴県担当部署と宮城県生協連及び当ネットで意見交

換会を開催頂きましたが、当日の意見交換において述べた意見の骨子と、追加意見

を下記のとおり申し述べます。 
記 

 

１ 基本計画案では、「消費者市民社会」が基本理念の一つとして位置づけられて

いるが、施策計画案ｐ１３の「目指すべき姿」において、４つの社会の実現を目

指す」として掲げられた１～４の項目に、消費者市民社会の考え方や具体的施策

が十分盛り込まれていない。 

具体的にいうと、「２ 消費者教育によって自立した消費生活を営むことがで

きる社会」の記述や「４ 環境に配慮した消費行動ができる社会」の記述に消費

者市民社会の理念を受けた施策が含まれているという位置付けと思われる。２項

では、「消費者被害を避け、被害に遭いにくくなります」とまとめられているが、

消費者市民社会の理念の下で目指す消費者教育は、被害に遭いにくくなる教育だ

けではなく、「自らの消費生活に関する行動によって公正かつ持続可能な社会の

形成に積極的に参画する」消費者の育成であり、目指すべき姿の中に、そのよう
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な考え方や施策が盛り込まれるべきである。また、４項は環境問題に関するもの

だけであるが、公正かつ持続可能な社会の実現は、環境の面だけではなく、社会

的、経済的な社会の改善も含まれているので、そのような観点での記載も加える

べきである。 

 

２ 消費者教育推進計画において、宮城県消費生活サポーター養成制度が、消費者

市民社会の意義の普及・啓発や、消費者教育を担う人材の育成の具体的施策とし

て記載されていることからすると、サポーター養成制度は、消費者市民社会の構

築、そのための人材育成の柱の一つとされているように思われるが、そうであれ

ば、そのような位置付けが明記された方がよく、また、養成講座のカリキュラム

に、「消費者市民社会に関する講義」を盛り込むべきである。 

 

３ （追加意見） 

  当ネットにおいて、専門学校の学生（特に外国人留学生が、言葉の問題もあり、

消費者被害に遭うケースが多い）との情報提供を得た。各種ある専門学校は、大

学等と違い、消費者教育が意識的に取り上げられている現状にはないものと予想

される。専門学校の学生に対する消費者教育は、職場における消費者教育の事前

教育としての意義も大きい。 

消費者教育推進計画（案）の「第２節 ライフステージ・場ごとの取組」、「１

学校教育期での取組」「（６）大学・高等専門学校・専修学校・各種学校等」にお

いて、専門学校における消費者教育の必要性やその推進を図ることなども、付記さ

れるよう検討を求める。 


